資料１－１
第2次広島市男女共同参画基本計画の推進状況
（平成25年度年次報告）
平成26年（2014年）9月2日

第2次広島市男女共同参画基本計画の推進状況
（平成25年度年次報告）

第２次広島市男女共同参画基本計画においては、「政策・方針の立案及び決定への女性の参画の拡大」、「男女の人権を尊重する市民意識の醸成」、「男性、子どもにとっての男女共同参画の推進」など10の基本目標を定め、44項目の施策目標（指標）を設定して各種施策を推進しており、平成25年度の達成状況等については次のとおりである。

	平成25年度理論目標値達成状況
	平成24年度実績と
25年度実績の比較
	第2次計画策定時と
平成25年度実績の比較

	達成　　○
	１５
（うち、最終目標数値も達成８）
	↑
	１０
	↑
	１０

	
	
	→
	１
	↑
	１

	
	
	↓
	４
	↑
	３

	
	
	
	
	↓
	１

	未達成　×
	２３
	↑
	７
	↑
	４

	
	
	
	
	↓
	３

	
	
	→
	１
	↑
	１

	
	
	↓
	１４
	↑
	７

	
	
	
	
	↓
	６

	
	
	
	
	－
	１

	
	
	―
	１
	↓
	１

	調査を実施していないなど、評価を行っていない
―

	６
	―
	６
	－
	６


１　政策・方針の立案及び決定への女性の参画の拡大
[image: image1.png]



施策の目標（指標）
	指　　標
	第2次計画
策定時
	目　標　値
	実　　績
	平成25年度評価

	
	
	平成25年度
理論目標値
	最終目標数値
（期　限）
	平成24年度
	平成2５年度
	第2次計画
策定時比較
	24→25
比較
	理論目標値
達成状況
	最終目標数値
達成状況

	審議会における委員数の割合が男女いずれも40％以上の審議会を増やす
	40.2％
（平成22年9月30日）
	58.2%
	100％
（平成33年4月1日）
	33.8%
22審議会
65審議会
	37.1%
26審議会
70審議会
	↓
	↑
	×
	×

	行政委員会における女性委員の割合を増やす
	31.8％
（平成22年4月1日）
	34.8%
	40％以上
（平成33年4月1日）
	36.4%
 8人
 22人
	40.9%
 9人
 22人
	↑
	↑
	○
	○

	市職員の管理職における女性の割合を増やす
	9.2％
（平成22年4月1日）
	11.7%
	16％
（平成33年4月1日）
	10.9％

（10.1％）（※）
 90人
 827人
	10.2％
 66人
 644人
	↑
	↓
	×
	×


注１) 実績数値が割合であるものについては、下段にその根拠となる数値を記載している。

· （　　）の数値は、病院事業局の医療技術職を除いた割合である。
【説明】

　3つの指標のうち、第2次計画策定時との比較では2つが「↑」、1つが「↓」の傾向になった。
　平成24年度と25年度の比較では2つが「↑」、1つが「↓」の傾向になった。
25年度及び最終目標の達成状況は1つが「○」、2つが「×」になった。
1 「審議会における委員数の割合が男女いずれも40％以上の審議会を増やす」

（データ出典：市民局男女共同参画課）

「審議会等への女性選任促進要綱」に基づき、各所管課と審議会の委員選任の事前協議を延べ90回行い、特に女性委員の占める割合が目標値に達していない審議会に対しては、選任分野の見直しや関係団体への女性委員の推薦を強く依頼してもらうなど、積極的な改善措置を行うよう指導を行った。

この結果、委員数の割合が男女いずれも40％以上の審議会等の割合は、平成24年度実績より3.3％上昇し、37.1％となったものの、25年度の目標を達成することはできず、第2次計画策定時の数値も下回った。

これは、審議会委員を選任する分野のうち、女性の登用が進んでいない分野もあることや、充て職による人選の制約があることにより、女性委員の選任が進まなかったことが要因である。
今後も、所管課との事前協議を徹底し、所管課に対し、委員の選任分野の拡大、充て職の見直し、委員の選出母体に対する女性委員推薦の働きかけを行うよう指導するとともに、委員選出母体となる団体に対して、役員への女性の登用について働きかけを行い、女性委員の選任推進に努める。
2 　「行政委員会における女性委員の割合を増やす」　

（データ出典：企画総務局人事課）

従前から、候補者の人選については、選挙によるものなど特別の事情がある場合を除き、できるだけ女性委員が選任されるよう留意しており、平成25年度は女性の教育委員会委員及び固定資産評価審査委員会委員の任期満了に際し再度女性委員を、男性の監査委員（議選）の後任に女性委員を選任した。
この結果、女性委員の割合は40.9％と25年度の目標を達成することができた。また、最終目標についても達成することができた。
今後も、従来の委員の選任方法にとらわれることなく、より幅広い分野から女性委員の選任を進めるなど、引き続き女性委員の登用に積極的に取り組む。
行政委員会の委員数について

	委員会、委員名
	委員総数(人)
	女性委員数(人)
	女性委員割合(％)

	教育委員会
	6 
	3 
	50.0 

	人事委員会
	3 
	1 
	33.3 

	監査委員
	4 
	2 
	50.0 

	固定資産評価審査委員会
	9 
	3 
	33.3 

	合　計
	22 
	9 
	40.9 


　　　　※選挙管理委員会及び農業委員会の委員は、選挙で選任されるため、除外している。
⑶　「市の管理職（課長級以上）における女性の割合を増やす」　

（データ出典：報道資料「平成26年4月1日付け広島市人事異動について」）

女性管理職の増加に向け、課長補佐級・係長級の女性役付職員の数を増やし、積極的な人材登用を行うとともに、自治大学校等の研修機関への女性職員の派遣や女性職員のスキルアップを支援する講座の開催などの人材育成や意識啓発に努めた。

しかしながら、平成26年4月1日付け地方独立行政法人広島市立病院機構の設立に伴い、女性管理職の比率が高い病院事業局の医療技術職が職員数から除かれたこと、また、役付職員に占める女性の割合（21.6％）が全職員に占める女性の割合（32.9％）に比べ依然として低い状況にあることにより、実績数値が低下し、市の管理職（課長級以上）における女性の割合は10.2％と25年度の目標を達成することはできなかった。

今後も、女性職員の職域拡大や幅広い職務経験の付与、研修などの一層の充実を通じ、女性職員の能力向上、意識改革及びリーダー育成を推進し、管理職への登用を進める。
２　男女の人権を尊重する市民意識の醸成
施策の目標（指標）

	指　　標
	第2次計画
策定時
	目　標　値
	実　　績
	平成25年度評価

	
	
	平成25年度
理論目標値
	最終目標数値
（期　限）
	平成24年度
	平成2５年度
	第2次計画
策定時比較
	24→25
傾向
	理論目標値
達成状況
	最終目標数値
達成状況

	全ての人の人権を大切にし、それを日常生活の中で態度や行動に表している市民の割合を増やす
	76.0％
（平成21年度）
	80.0%
	84％
（平成32年度）
	78.3%
1,742人
2,224人
	74.5%
1,595人
2,139人
	↓
	↓
	×
	×

	男女の地位について「平等になっている」と感じている男女それぞれの割合を増やす
	女性
12.2％
男性
19.6％
（平成21年度）
	女性
18.2%
男性
24.7%
	女性
50％
男性
50％
（平成32年度）
	女性
7.4%
70人
948人
男性
15.4%
101人
657人
	女性
5.1%
46人
910人
男性
10.3%
65人
633人
	女性
↓
男性
↓
	女性
↓
男性
↓
	女性
×
男性
×
	女性
×
男性
×

	固定的な性別役割分担意識を持たない男女それぞれの割合を増やす
	女性
61.3％
男性
50.6％
（平成21年度）
	女性
70.0％
男性
60.0%
	女性
80％
男性
80％
（平成32年度）
	女性
63.5%
602人
948人
男性
50.7%
333人
657人
	女性
62.1%
565人
910人
男性
53.6%
339人
633人
	女性
↑
男性
↑
	女性
↓
男性
↑
	女性
×
男性
×
	女性
×
男性
×


【説明】

　5つの指標のうち、第2次計画策定時との比較では2つが「↑」、3つが「↓」の傾向になった。
　平成24年度と25年度の比較では1つが「↑」、4つが「↓」の傾向になった。
25年度及び最終目標の達成状況はすべて「×」になった。
⑴　「全ての人の人権を大切にし、それを日常生活の中で態度や行動に表している市民の割合を増やす」
　 （データ出典：平成25年度広島市市民意識調査）

　　 人権フェスティバルなどのイベントの開催やパンフレット等の人権啓発資料の作成・配布、事業所等が実施する人権問題研修会への人権啓発指導員の派遣に加え、スポーツ人権教室など若い世代を対象とした事業を実施し、市民一人一人の人権尊重への理解の促進、人権意識の向上に取り組んだ。

　　 しかしながら、全ての人の人権を大切にし、それを日常生活の中で態度や行動に表している市民の割合は、74.5％と平成25年度の目標を達成することができず、第2次計画策定時の数値を下回った。
　　　これまで、各種の人権啓発事業を継続的に実施してきたことにより、市民の人権に関する知識の習得や理解は進んできたが、市民一人一人が人権問題を自らの課題としてとらえ、生活の中での実践に結び付くまでには至っていないと思われ、それが広く浸透するまでには、ある程度の期間が必要と考えられる。
今後も、国、県等関係機関と連携・協力し、引き続き、人権意識の啓発に取り組むとともに、市民の態度や行動を変えるための効果的な啓発の手法や内容について、検討していく。
⑵　「男女の地位について「平等になっている」と感じている男女それぞれの割合を増やす」
「固定的な性別役割分担意識を持たない男女それぞれの割合を増やす」
（データ出典：平成25年度広島市市民意識調査）

　　男女共同参画を推進する教育・学習の充実を図るため、地域で男女共同参画を推進する活動を行う男女共同参画推進員の募集を行い、新たに10人の推進員を養成するとともに、推進員による講座を公民館等で開催した。
また、市民の男女共同参画に関する理解を深め、男女共同参画社会の形成に向けた自主的な取組を促進するため、市民から男女共同参画標語の募集を行い、1,370人・1,470点の応募があった。
さらに、女性の活躍促進など、仕事と生活の調和の意義や事業所の先進的な取組事例を掲載した情報誌「奏～ＳＯＵ～」を14,500部作成し、母子健康手帳交付時等に配布した。また、男女共同参画週間などに区役所等で啓発パネルの展示も行った。
しかしながら、男女の地位が平等になっていると感じている人の割合は、女性が5.1％、男性が10.3％と、男女とも平成25年度の目標を達成することはできず、第2次計画策定時の数値を下回った。また、性別によって役割を固定する考え方を持たない人の割合についても、男性が24年度実績より2.9％上昇したものの、女性は62.1％、男性は53.6％と、男女とも目標を達成することはできなかった。

性別に基づく固定的な役割分担意識は、時代とともに変わりつつあるものの、なお根強く残っており、また、男女の地位の不平等感についても依然として多くの人が感じていると考えられる。
また、内閣府の意識調査では「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方に「賛成」の割合が低下傾向にあったが、24年度の調査においては51.6％と調査開始以来初めて上昇し、21年度の前回調査と比べて10.3％上昇した。
今後、男性も女性も個性と能力に応じてあらゆる分野で活躍できる社会を実現していくという男女共同参画に関する認識を一層深め、定着するための取組をあらゆる機会を通じて粘り強く行っていくことが必要であり、あらゆる世代の男女を対象にした男女共同参画に関する教育・学習機会の充実、民間事業所等における仕事と生活の調和の取組の促進といった施策について、市民や事業所と連携しながら積極的に推進する。また、引き続き男女共同参画推進員を募集し、推進員による市民を対象とした講座等を積極的に実施する。
３　男性、子どもにとっての男女共同参画の推進
施策の目標（指標）
	指　　標
	第2次計画
策定時
	目　標　値
	実　　績
	平成25年度評価

	
	
	平成25年度
理論目標値
	最終目標数値
（期　限）
	平成24年度
	平成2５年度
	第2次計画
策定時比較
	24→25
傾向
	理論目標値
達成状況
	最終目標数値
達成状況

	固定的な性別役割分担意識を持たない男女それぞれの割合を増やす
【再掲】
	女性
61.3％
男性
50.6％
（平成21年度）
	女性
70.0％
男性
60.0%
	女性
80％
男性
80％
（平成32年度）
	女性
63.5%
602人
948人
男性
50.7%
333人
657人
	女性
62.1%
565人
910人
男性
53.6%
339人
633人
	女性
↑
男性
↑
	女性
↓
男性
↑
	女性
×
男性
×
	女性
×
男性
×

	男性が家事・子育て・介護に関わる時間を増やす
(年齢を問わず結婚している男性の平日1日当たりの家事・子育て･介護に関わる時間)
	39分
（平成21年度）
	58分
	90分
（平成32年度）
	42分
	40分
	↑
	↓
	×
	×

	市立学校教員の管理職における女性の割合を増やす
	校長
17.5％
教頭
20.5％
（平成22年4月1日）
	校長
22.2％
教頭
 27.6%
	校長
30％
教頭
40％
（平成33年4月1日）
	校長
18.4%
 39人
 212人
教頭
19.9%
 45人
 226人
	校長
18.9%
 40人
 212人
教頭
20.3%
 46人
 227人
	校長
↑
教頭
↓
	校長
↑
教頭
↑
	校長
×
教頭
×
	校長
×
教頭
×


【説明】

5つの指標のうち、第2次計画策定時との比較では4つが「↑」、1つが「↓」の傾向になった。
平成24年度と25年度の比較では3つが「↑」、2つが「↓」の傾向になった。
25年度及び最終目標の達成状況はすべて「×」になった。
⑴　「男性が家事・子育て・介護に関わる時間を増やす(年齢を問わず結婚している男性の平日1日当たりの家事・子育て･介護に関わる時間)」

（データ出典：平成25年度広島市市民意識調査）

男性の意識改革を推進するため、公民館等において男女共同参画推進員による講座を開催したほか、仕事と生活の調和の重要性を啓発するため、ホームページによる事業所の先進的な取組事例等の情報提供、事業所の研修会等の場に専門の講師を派遣する事業の実施、男性の家事等への参画支援等に積極的に取り組んでいる民間の7事業所の表彰など事業所に対する働きかけを行った。
しかしながら、男性の１日の家事時間は40分であり、平成25年度の目標を達成することはできなかった。第2次計画策定時の数値39分と比べても伸び悩んでおり、男性の意識の変革や職場における仕事と生活の調和のための環境づくりが進んでいない。
今後も、仕事と子育て等を両立できる雇用環境づくりを推進するための情報提供等を通じて、男性の意識改革を推進し、男性の実践的な活動への参画促進等に取り組んでいく。
⑵　「教員の管理職（市立小・中・高等学校の校長・教頭）における女性の割合を増やす」

（データ出典：教育委員会教職員課）

仕事と子育て等を両立できる環境づくりに向けて、校長会等において、平成26年1月に改訂した子育て支援プランの周知を行った。また、新任校長研修会や3年次校長研修会等で、有能な女性教員を各種研修会等に積極的に参加させて人材育成を図るよう指導するとともに、管理職昇任選考説明会において、女性教員の管理職昇任選考の受験率向上を図るよう指導した。

また、管理職選考の制度について、教員向けの説明書を作成し、校長から全教員に配布させるとともに、自己推薦制度を導入することで、受験機会の均等化を図っており、その徹底・定着に努めた。

さらに、中央研修等の長期研修の派遣者を選考する際に、有能な女性教員をその候補者として検討するよう、関係課に情報提供を行った。

この結果、女性の校長は24年度実績より0.5％上昇して18.9％、教頭は24年度実績より0.4％上昇して20.3％となったものの、いずれも25年度の目標を達成できなかった。教頭については第2次計画策定時の数値を下回っている。
これは、管理職の勤務時間が他の職と比べて長時間となっているなど勤務実態が依然として厳しく、女性教員が仕事と家庭を両立しながら、管理職に昇任しようとする意欲を持ちにくい状況があることが要因として考えられる。

今後も、女性教員が管理職を目指そうとする意欲が持てるように努めるとともに、学校リーダーの育成を目指した教員研修（学校運営推進リーダー研修、教育活動推進リーダー研修）に参加できるよう働きかける。また、教職員が子どもたちと向き合い、一人一人が精神的なゆとりを持って前向きに教育活動に取り組めるよう、学校経営の活性化に向けた取組を教育委員会として進めており、こうした環境の整備と併せ、初任者研修において子育て支援プランを周知し、男性の育児参加が積極的に行いやすく、女性教員の働きやすい職場環境づくりに努める。

４　働く場における男女共同参画の推進

施策の目標（指標）

	指　　標
	第2次計画
策定時
	目　標　値
	実　　績
	平成25年度評価

	
	
	平成25年度
理論目標値
	最終目標数値
（期　限）
	平成24年度
	平成2５年度
	第2次計画
策定時比較
	24→25
傾向
	理論目標値
達成状況
	最終目標数値
達成状況

	民間事業所（従業員数が101人以上の事業所）における女性管理職の割合を増やす
	6.9％
（平成21年度）
	9.0%
	10％
（平成27年度）
	16.8%
 318人
 1,891人
	13.8%
 394人
 2,856人
	↑
	↓
	○
	○

	男女共同参画に積極的に取り組む民間事業所の数を増やす
（広島市男女共同参画推進事業所の表彰事業所数）
	16事業所
（平成22年度）
	２９事業所
	60事業所
（平成32年度）
	30事業所
	37事業所
	↑
	↑
	○
	×

	市内の女性求職者の就職率を高める
（ハローワークにおける女性の新規求職者のうち就職した人の割合）
	22.6％
（平成21年度）
	24.8%
	26.2％
（平成32年度）
	26.1%
 7,666人
 29,426人
	28.7%
 7,892人
 27,466人
	↑
	↑
	○
	○

	「家族経営協定」締結農家数を増やす
	34戸
（平成22年4月1日）
	43戸
	50戸
（平成28年4月1日）
	41戸
	41戸
	↑
	→
	×
	×

	女性農業士の数を増やす
	21人
（平成22年4月1日）
	27人
	30人
（平成28年4月1日）
	27人
	27人
	↑
	→
	○
	×


【説明】

　5つの指標のうち、第2次計画策定時との比較では5つすべてが「↑」の傾向になった。
平成24年度と25年度の比較では2つが「↑」、2つが「→」、1つが「↓」の傾向になった。
25年度の達成状況は4つが「○」、1つが「×」になった。
最終目標の達成状況は2つが「○」、3つが「×」になった。

⑴　「民間事業所における女性管理職の割合を増やす」
（データ出典：平成25年度広島県職場環境実態調査）
　　　「男女共同参画に積極的に取り組む民間事業所の数を増やす（広島市男女共同参画推進事業所の表彰事業所数）」

（データ出典：市民局男女共同参画課）

職場における仕事と生活の調和に向けた環境づくりを推進するため、ホームページによる事業所の先進的な取組事例等の情報提供を行うとともに、事業所の研修会等の場に専門の講師を派遣する事業を実施し、女性の活躍推進について啓発を行った。
また、女性の能力発揮や仕事と家庭の両立支援等に積極的に取り組んでいる民間事業所を表彰し、市の広報紙等を通じてその取組内容を広く紹介するとともに、こうした表彰実績等により、中小事業所に対する低利融資や指定管理者候補の選定及び総合評価方式による競争入札において加点が行われることなどをＰＲした。
この結果、県内の民間事業所の女性管理職の割合は13.8％となり、平成25年度の目標を達成し、最終目標も達成することができた。
事業所規模別の女性管理職の割合
	事業所規模
	管理職数(人)
	女性管理職数(人)
	管理職に占める女性の割合(％)

	10人未満
	105
	25
	23.8

	10～29人
	693
	160
	23.1

	30～49人
	453
	75
	16.6

	50～100人
	628
	114
	18.2

	101～300人
	1,074
	239
	22.3

	301人以上
	1,782
	155
	8.7


また、男女共同参画推進事業所表彰についても、25年度は7事業所を表彰し、18年度からの表彰事業所の数の累計は37事業所となり、25年度の目標を達成することができた。

今後も、民間事業所における女性の登用の拡大や仕事と子育て等の両立の推進について広報・啓発に努めるとともに、国、県、経済団体と一丸となって、民間事業所による積極的改善措置の取組を促進する。
　　⑵　「市内の女性求職者の就職率を高める（ハローワークにおける女性の新規求職者のうち就職した人の割合）」

（データ出典：ハローワークへ聞き取り）

ホームページによる事業所の先進的な取組事例等の情報提供、事業所の研修会等の場に専門の講師を派遣する事業の実施などを通じて、雇用の分野における男女共同参画の推進について民間事業所への啓発を図った。
その結果、市内ハローワーク(広島・広島東)における女性の新規求職者のうち就職した人の割合は28.7％となり、平成25年度の目標を達成することができた。また、最終目標についても達成することができた。
これは、これまでの再就職をはじめとする女性の就業促進に向けた取組が一定の効果を上げているものと考えられるが、求職者の総数と比較すると、依然として低水準にあると言わざるを得ず、再就職を希望する女性の支援に引き続き取り組むとともに、多様な就業ニーズに柔軟に対応した就業支援に取り組むこととしている。
⑶　「｢家族経営協定｣締結農家数を増やす」

「女性農業士（優れた女性農業者を「女性農業士」として認定し指導者として育成）の数を増やす」

（データ出典：経済観光局農政課）

家族経営協定は、農作業の役割分担を明確にすることで、女性農業者の労働に対する評価向上を図ることができる。協定締結農家数は、平成25年3月の家族経営協定調印式において、新規に3戸が協定を締結し、累計41戸となったものの、25年度の目標を達成することができなかった。これは、若い新規就農者を中心に普及・啓発を行っているが、単身で雇用を行う経営形態が多かったためで、今後は、多様な担い手等へ普及・啓発の範囲を拡げて協定数の増加に努めたい。
また、女性農業士については、農業と女性の自立についてや女性の視点を生かした地域づくりなどの研修を実施し、地域の女性リーダーとしての活動の支援を行い、認定者数は、24年度に認定した女性農業士3人を加えて累計27人となり、25年度の目標を達成することができた。
なお、家族経営協定・女性農業士ともに2年に1度の締結・認定になるため、いずれも25年度は24年度と同数となっている。
今後も、各区役所及び広島市農業経営改善支援センターと協力し、家族経営協定の農家への更なる普及・啓発に努めることによって、家族経営協定締結数を増やし、女性農業者の労働に対する評価と労働環境を整備するとともに、地域のリーダーとなる優れた技術力等を備えた女性農業士の認定・育成を促進するなど、農業の現場における男女共同参画を推進する。
５　地域における男女共同参画の推進

施策の目標（指標）

	指　　標
	第2次計画
策定時
	目　標　値
	実　　績
	平成25年度評価

	
	
	平成25年度
理論目標値
	最終目標数値
（期　限）
	平成24年度
	平成2５年度
	第2次計画
策定時比較
	24→25
傾向
	理論目標値
達成状況
	最終目標数値
達成状況

	補助金交付団体における女性役員の割合を増やす
	26.5％
（平成21年度）
	31.6%
	40％以上
（平成32年度）
	36.4%
 2,871人
 7,888人
	36.1%
 1,900人
 5,259人
	↑
	↓
	○
	×

	自分の住んでいる地域のコミュニティ活動に参加する市民の割合を増やす
	46.9％
（平成21年度）
	50.0％
	50％
（平成25年度）
	45.6％
 1,014人
 2,224人
	42.4％
 908人
 2,139人
	↓
	↓
	×
	×

	まちづくり活動を行うボランティアやＮＰＯ等の団体数を増やす
	964団体
（平成21年度）
	1,060団体
	1,060団体
（平成25年度）
	1,131団体
	1,109団体
	↑
	↓
	○
	○

	男女共同参画拠点施設利用者の満足度を高める
	68.7％
平成21年度の広島市
女性教育センターの数値
	72.3%
	80％
（平成32年度）
	73.3%
 791件
 1,079件
	76.1%
 1,032件
 1,356件
	↑
	↑
	○
	×


【説明】

　4つの指標のうち、第2次計画策定時との比較では3つが「↑」、1つが「↓」の傾向になった。
平成24年度と25年度の比較では1つが「↑」、3つが「↓」の傾向になった。
25年度の達成状況は3つが「○」、1つが「×」になった。
最終目標の達成状況は1つが「○」、3つが「×」になった。

⑴ 「市からの補助金交付団体における女性役員の割合を増やす」　

（データ出典：補助金交付団体への男女共同参画の現状調査）

年度末の補助事業等実績報告書の提出時に、補助金交付団体に対して、男女共同参画に関する啓発チラシを同封して、補助金交付団体の現状調査票を提出するように周知徹底を図るなど、政策・方針決定過程への女性の参画拡大について理解してもらうよう啓発に努めた。

その結果、女性役員の割合は36.1％となり、平成25年度の目標を達成することができた。
今後も、あらゆる世代の男女を対象にした男女共同参画に関する教育・学習機会の充実、男女共同参画推進員による市民を対象とした講座等の積極的な実施など、地域活動団体の方針決定過程への女性の参画拡大に関する理解及び実践について、より一層啓発に努める。

2 「自分の住んでいる地域のコミュニティ活動に参加する市民の割合を増やす」

（データ出典：平成25年度広島市市民意識調査）

コミュニティ活動の参加者を増やすため、区役所が中心となって、地域活動の母体である町内会・自治会の加入促進等を行った。具体的には、加入促進チラシやポスター等の作成・配付、不動産会社への協力依頼、地域住民と協働での加入促進策の検討、イベントを通じた加入促進などの取組のほか、町内会長等を対象とした研修会の開催や、イベントの企画・運営を通じた次世代リーダーの育成など、新たな人材の発掘・育成にも取り組んだ。

このほかに、市民がコミュニティ活動を行いやすい環境づくりを目指し、地域のホームページを簡単に開設できるシステム「こむねっとひろしま」の無償提供・運用支援、市が保険料を負担する市民活動保険の実施、地域活動の場の確保として集会所の整備などの取組を行った。

しかしながら、自分の住んでいる地域のコミュニティ活動に参加する市民の割合は、42.4％と平成25年度の目標を達成することができず、第2次計画策定時の数値を下回った。

これは、少子高齢化や核家族化の進行、価値観の多様化などにより住民相互の繋がりが希薄になる中、町内会・自治会などの地域活動への関心が低下していることが大きな要因と考えられる。
今後は、災害時において、住民が協力して自分たちの地域を守る「共助」の重要性や、この「共助」において地域で中心的な役割を担う町内会・自治会の必要性を積極的に周知するなどして、コミュニティ活動への一層の参加促進に取り組む。
⑶　「まちづくり活動を行うボランティアやＮＰＯ等の団体数を増やす」
（データ出典：市民局市民活動推進課）

まちづくり市民交流プラザを中心に他の施設や団体と協力しながら、人材育成や融資制度、情報提供など多方面からの市民活動の支援の充実を図った。

「自分たちのまちは、自分たちでつくり、守る」という市民主体のまちづくりの意識が社会的に高まりをみせている中、こうした市民や市民活動団体のニーズに応じたまちづくり活動を支援する事業を着実に実施した結果、まちづくり活動を行うボランティアやＮＰＯ等の団体数は、1,109団体となり、平成25年度の目標を達成することができた。また、最終目標についても達成することができた。
今後も、市民や市民活動団体の行政に対するニーズを的確に把握した上で、市民等の自主性・自発性を損なわないように、支援事業の効果的な実施を図る。
⑷　「男女共同参画拠点施設利用者の満足度を高める」

（データ出典：広島市男女共同参画推進センター平成25年度利用者アンケート調査）

広島市の男女共同参画推進の拠点施設として、広島市男女共同参画推進センター（愛称：ゆいぽーと）が平成24年4月1日にオープンした。その中で、市民や事業者など多様な主体と連携しながら、電話・面接相談の実施、学習・研修の支援、調査研究等に取り組んだ結果、利用者の満足度は76.1％となり、25年度の目標を達成することができた。
今後も市民や事業者等のニーズをアンケート調査で的確に把握した上で、適切な管理を行うよう指導に努める。
６　ワーク・ライフ・バランスの推進
施策の目標（指標）

	指　　標
	第2次計画
策定時
	目　標　値
	実　　績
	平成25年度評価

	
	
	平成25年度
理論目標値
	最終目標数値
（期　限）
	平成24年度
	平成2５年度
	第2次計画
策定時比較
	24→25
傾向
	理論目標値
達成状況
	最終目標数値
達成状況

	「ワーク・ライフ・バランス」という言葉を知っている人の割合を増やす
	43.8％
（平成21年度）
	54.9％
	80％
（平成32年度）
	49.0％
 1,089人
 2,224人
	43.9％
 　940人
 2,139人
	↑
	↓
	×
	×

	セミナー参加者のワーク・ライフ・バランスについての理解度を高める
	84.6％
（平成22年度）
	90.0%
	90％
（平成32年度）
	―
	82.6％
 81人
 98人
	↓
	―
	×
	×

	男性が家事・子育て・介護に関わる時間を増やす
(年齢を問わず結婚している男性の平日1日当たりの家事・子育て・介護に関わる時間) 
【再掲】
	39分
（平成21年度）
	58分
	90分
（平成32年度）
	42分
	40分
	↑
	↓
	×
	×

	保育園入園待機児童の解消を図る
	220人
（平成22年4月1日）
	44人
	0人
（平成27年4月1日）
	372人
	447人
	↓
	↓
	×
	×

	保育サービスを利用している保護者の満足度を高める
	85.0％
（平成21年度）
	 89.0％
	90％
（平成26年度）
	82.9％
 488人
 589人
	85.4％
 410人
 480人
	↑
	↑
	×
	×

	市の男性職員の育児休業取得率を上げる
	2.46％
（平成21年度）
	 10％
	10％以上
（平成26年度）
	4.3％
 8人
 188人
	3.7％
 9人
 245人
	↑
	↓
	×
	×

	民間事業所の男性の育児休業取得率を上げる
	1.2％
（平成22年度）
	 4.8％
	6％
（平成26年度）
	4.1％
 28人
 690人
	7.2％
 39人
 538人
	↑
	↑
	○
	○

	ワーク･ライフ･バランスに取り組む市内の民間事業所の数を増やす
（仕事と家庭の両立支援事業所登録制度への登録事業所数）
	116事業所
（平成21年度）
	254事業所
	470事業所
（平成32年度）
	224事業所
	320事業所
	↑
	↑
	○
	×


【説明】

　8つの指標のうち、第2次計画策定時との比較では6つが「↑」、2つが「↓」の傾向になった。

　平成24年度と25年度の比較では3つが「↑」、4つが「↓」の傾向になった。
25年度の達成状況は2つが「○」、6つが「×」になった。
最終目標の達成状況は1つが「○」、7つが「×」になった。

　なお、「セミナー参加者のワーク・ライフ・バランスについての理解度を高める」については、24年度はセミナーを開催しておらず、調査を実施していないため、24年度と25年度の比較を行っていない。

⑴　「「ワーク・ライフ・バランス」という言葉を知っている人の割合を増やす」

（データ出典：平成25年度広島市市民意識調査）

「セミナー参加者のワーク・ライフ・バランスについての理解度を高める」
（データ出典：男女共同参画フォーラム終了後の参加者アンケート結果）
男女共同参画推進事業所顕彰事業、男女共同参画情報誌の発行、事業所向け男女共同参画支援講座の実施及びホームページによる事業所の先進的な取組事例等の情報提供などにより、仕事と生活の調和の重要性についての啓発を行ったが、ワーク・ライフ・バランスという言葉を知っている人の割合は、43.9％と平成25年度の目標を達成することができなかった。
また、広島市男女共同参画推進センター（ゆいぽーと）において、男女共同参画フォーラムを実施し、仕事と生活の調和の重要性を啓発したが、フォーラムに参加してワーク・ライフ・バランスについて理解できた人の割合は82.6％となり、平成25年度の目標を達成することができず、第2次計画策定時の数値も下回った。
これは、事業所の中で仕事と生活の調和の意義についての理解がある程度進み、具体的な取組を行う事業所が増えてきているが、未だ社会に完全に浸透していない結果であると考えられる。

今後も様々な学習機会や情報の提供、周知・啓発を通じて、仕事と生活の調和の意義に関する理解の促進に努める。
⑵　「保育園入園待機児童の解消を図る」

（データ出典：報道資料「平成26年4月1日現在の保育園入園待機児童の状況について」）

平成25年度中に保育園の新設や増改築整備、私立幼稚園の認定こども園化などにより、478人の定員増を行った。

しかしながら、26年4月1日現在の待機児童数は、前年度に比べ75人増加して447人となり、目標を達成することができず、第2次計画策定時の数値も下回った。
これは、昨今の経済動向による女性就労者の増加や、施設整備が拡充してきたことで潜在的ニーズが顕在化し入園申込者が年々著しく増加していること、また、待機児童についての地域的な偏在が増大していることが要因であると考えられる。また、25年度においては、入札不調に伴う保育園整備の遅れから予定していた定員増が間に合わなかったこと、マンション建設に伴い入園申込児童数が増え、当該年度に行った定員増分を上回った区があることなどが要因として挙げられる。
今後、ハード整備による受入枠の拡大に加え、既存の施設を有効活用し、保育需要に柔軟に対応できるソフト面の取組にも力を入れ、総合的な対策を講じる。
待機児童数の推移（各年度4月1日現在）
	区分
	平成22年度
	平成23年度
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度

	就学前児童数　(A)
	67,345人
	67,900人
	68,314人
	68,431人
	67,935人

	保育園数
	163園
	169園
	181園
	185園
	190園

	保育園定員
	21,090人
	22,234人
	23,287人
	23,682人
	24,160人

	入園申込児童数　(B）
	21,311人
	22,214人
	23,075人
	23,718人
	24,463人

	申込率　(B/A)
	31.64％
	32.72％
	33.78％
	34.66％
	36.01％

	入園児童数
	20,704人
	21,581人
	22,294人
	22,928人
	23,543人

	入園希望児童数
	607人
	633人
	781人
	790人
	920人

	待機児童数
	220人
	210人
	335人
	372人
	447人

	前年度比増減
	130人
	△10人
	125人
	37人
	75人

	※就学前児童数は前年度の3月31日現在、それ以外の項目は当該年度の4月1日現在である。

※待機児童数とは、入園希望児童数のうち、他に入園可能な保育園があるが、特定の保育園を希望するなどの理由により入園していな児童を除く数である。


⑶  「保育サービスを利用している保護者の満足度を高める」

（データ出典：平成25年度保育サービスに関する満足度調査）

平成25年度中に延長保育の実施園及び一時預かりの実施園を5園ずつ増やした。また、安佐北区において病児・病後児保育事業を実施する施設が新たに1施設開設された。

しかしながら、保育サービスを利用している保護者の満足度は、24年度実績より2.5％上昇したものの、85.4％と25年度の目標を達成することができなかった。
今後、一層多様化する保育ニーズに的確に対応していくため、保護者のニーズを分析し、延長保育や病児・病後児保育等多様な保育サービスの充実に取り組むとともに、これらの保育サービスについて、保護者への一層の周知を図っていく必要がある。
⑷　「市の男性職員の育児休業取得率を上げる」

（データ出典：企画総務局給与課）

育児休業を取得した場合の育児休業手当金の支給、昇給や一時金の取扱、平成22年度の制度改正（配偶者が育児休業を取得している職員や、配偶者が専業主婦（夫）である職員も育児休業を取得可能としたこと）等を紹介したリーフレットの庁内ＬＡＮへの掲示、全所属長を対象とした育児休業・子育て支援に関する研修を実施するとともに、「子育て支援ハンドブック」を活用した研修を全職員対象に実施した。新任課長級研修においては、制度等の詳細な説明を行った。また、育児支援制度利用プラン（3歳未満の子どもがいる職員が、子育ての計画について所属長と面談することにより、職場の業務分担の見直しや計画的に休暇・休業等を取得する取組）の作成及び所属長との面談の実施を徹底するよう働きかけを行った。さらに、子どもの生まれた男性職員及び当該職員の所属長に対して、電子メールにより育児休業の取得検討を呼びかけた。

このような取組により、25年度の本市の男性職員の育児休業取得率は3.7％と、目標を設定した15年度以降、上昇しつつあるが、25年度の目標を達成することはできなかった。

育児休業の取得が進まない要因としては、従前実施した職員アンケート調査によると、休業期間中経済的に厳しくなることや他の職員の迷惑になると思ったことなどが主な理由として挙げられている。

育児休業を取得しやすい職場の雰囲気を醸成するためには、職員の理解と所属長による支援が不可欠であることから、研修を通じて職員の意識改革を行う必要がある。今後も同様の取組を継続し、男性職員が育児休業を取得しやすい職場環境づくりに努め、男性職員の育児休業の取得促進のみならず、出産補助休暇や育児参加休暇といった特別休暇についても男性職員の取得を促進していく。
⑸　「民間事業所の男性の育児休業取得率を上げる」

（データ出典：平成25年度広島県職場環境実態調査）

男性の意識改革を推進するため、男女共同参画推進員による講座、ホームページでの事業所の先進的な取組事例等の情報提供、事業所の研修会等の場に専門の講師を派遣する事業を実施した。また、女性の能力発揮や仕事と家庭の両立支援、男性の家事等への参画支援等に積極的に取り組んでいる民間の7事業所の表彰を行うなど事業所に対する働きかけを行った。

この結果、県内の民間事業所の男性の育児休業取得率は7.2％となり、25年度の目標を達成することができた。最終目標についても達成することができた。
これは、事業所の中で育児休業の意義についての理解がある程度進むとともに、主体的に育児に取り組む男性従業員が徐々に増えてきたことが要因であると考えられる。

今後も、情報提供等を通じて、民間事業所等における仕事と生活の調和の取組の促進に努め、男性の意識改革や職場環境づくりを推進する。

⑹　「ワーク･ライフ･バランスに取り組む市内の民間事業所の数を増やす（仕事と家庭の両立支援事業所登録制度への登録事業所数）」

（データ出典：広島県健康福祉局働く女性応援プロジェクト・チームへ聞き取り）

男女共同参画推進事業所顕彰事業、男女共同参画情報誌の発行、事業所向け男女共同参画支援講座の実施及びホームページでの事業所の先進的な取組事例の情報提供などを通じて、仕事と生活の調和に取り組む民間事業所の増加を図った。
この結果、平成25年度末の広島県の「仕事と家庭の両立支援事業所登録制度」の登録件数は、320事業所となり、25年度の目標を達成することができた。
これは、事業所の中で仕事と生活の調和の意義についての理解がある程度進み、具体的な取組を行う事業所が増えてきたことが要因であると考えられる。
今後も、様々な学習機会や情報の提供、啓発を通じて、仕事と生活の調和の意義や事業所にもたらす有益性等に関する理解の促進、事業所に対する就労環境整備の働きかけなどを行い、仕事と生活の調和に取り組む事業所の増加を図る。
７　様々な困難を抱える人が安心して暮らせる環境の整備

施策の目標（指標）
	指　　標
	第2次計画
策定時
	目　標　値
	実　　績
	平成25年度評価

	
	
	平成25年度
理論目標値
	最終目標数値
（期　限）
	平成24年度
	平成2５年度
	第2次計画
策定時比較
	24→25
傾向
	理論目標値
達成状況
	最終目標数値
達成状況

	高齢者のうち、要支援・要介護状態になる人の割合を抑える
	18.6％
（平成22年度）
	19.9％
	20.2％
（平成26年度）
（※1）
	19.3％
 47,675人
246,805人
	19.6％
 50,497人
257,997人
	↓
	↓
	○
	○

	介護サービスの質に満足している人の割合を増やす
	84.8％
（平成21年度）
	 87.3％
	87.3%
（平成26年度）
	85.8％
327人
381人
	88.2％
412人
467人
	↑
	↑
	○
	○

	施設を退所し地域で生活する障害者の数を増やす
	103人
（平成21年度）
	 154人
	168人
（平成26年度）
（※２）
	120人
	122人
	↑
	↑
	×
	×

	広島が暮らしやすいと感じている外国人市民の割合を増やす
	87.0％
（平成21年度）
	 90.0％
	94％
（平成32年度）
	84.５％
1,308人
1,548人
	93.５％
87人
93人
	↑
	↑
	○
	×

	「在住外国人と共生しよう」と考える市民の割合を増やす
	88.0％
（平成21年度）
	 91.0％
	93％
（平成32年度）
	81.7％
 1,817人
 2,224人
	82.4％
 1,762人
 2,139人
	↓
	↑
	×
	×

	経済的に自立している母子家庭の割合を増やす
	32.9％
（平成21年度）
	 138人
	149人
（平成26年度）
（※３）
	126人
	109人
	―
	↓
	×
	×

	市内の若年求職者の就職率を高める
（ハローワークにおける34才以下の新規求職者のうち就職した人の割合）
	24.2％
（平成21年度）
	27.0％
	28.4％
（平成32年度）
	26.7％
 4,481人
16,774人
	26.6％
 4,247人
15,963人
	↑
	↓
	×
	×


※1  高齢者施策推進プラン（平成24～26年度）の策定に伴い、最終目標数値の変更を行っている。
※2　第３期広島市障害福祉計画が策定され、数値目標が変更されたことに伴い、最終目標数値の変更を行っている。

※3　子ども施策総合計画において目標（指標）が変更されたことに伴い、最終目標数値の変更を行っている。
【説明】

　7つの指標のうち、第2次計画策定時との比較では4つが「↑」、2つが「↓」の傾向になった。
　平成24年度と25年度の比較では4つが「↑」、3つが「↓」の傾向になった。
25年度の達成状況は3つが「○」、4つが「×」の評価になった。
最終目標の達成状況は2つが「○」、5つが「×」の評価になった。

なお、「経済的に自立している母子家庭の割合を増やす」については、目標数値の変更に伴い、単位も変わったため、第2次計画策定時との比較を行っていない。
⑴　「高齢者のうち、要支援・要介護状態になる人の割合を抑える」
（データ出典：健康福祉局介護保険課）

比較的元気な高齢者を対象として、各区の保健センターにおいて、日常生活の中でできる健康ウォーキングなどの介護予防の取組を紹介する健康教室を実施するとともに、運動器の機能低下や閉じこもり等により介護が必要となる可能性の高い高齢者を対象として、転倒予防や口腔ケアなどの介護予防事業を実施した。これらの事業実施に当たり、公民館等の身近な場所で転倒予防事業を実施できるようにしたことや、健康ウォーキング教室の参加者と一緒にウォーキングコースの設定やマップの作成を行うとともに、自主グループ化の促進に取り組んだことなどにより、多くの高齢者が介護予防に取り組める環境整備を進めた。

　こうした取組などにより、高齢者のうち要支援・要介護認定者が占める割合は19.6％となり、平成25年度の目標を達成することができた。高齢化が進み、第2次計画策定時の数値や24年度実績よりは上昇傾向にあるが、一定の増加の抑制が図られていると考えられる。
　　今後も、引き続き、地域包括支援センターによる介護予防事業への参加勧奨を進めていくとともに、高齢者が地域において気軽に介護予防に取り組める環境の整備を促進していく。
⑵　「介護サービスの質に満足している人の割合を増やす」

（データ出典：介護サービス提供モニター調査）

介護支援専門員や介護サービス事業者に対する研修を実施し、ケアマネジメントや介護サービスの質の向上に取り組んだ。また、居宅介護支援事業所等へのケアプラン点検・指導やサービス事業所への実地指導等を行った。

こうした取組により、介護サービスの質に満足している人の割合は、88.2％と平成25年度の目標を達成することができた。最終目標についても達成することができた。
今後も、引き続き、介護支援専門員や介護サービス従事者に対する研修を実施し、ケアマネジメントや介護サービスの質の向上に取り組むとともに、ケアプラン点検・指導等に取り組むことで、介護サービス利用者が、安心して、満足な介護サービスを利用できるよう努める。

⑶　「施設を退所し地域で生活する障害者の数を増やす」

（データ出典：健康福祉局障害福祉課）

障害者が安心して暮らせる環境を整備することが、施設を退所して住み慣れた地域で生活する障害者の数を増やすことにつながることから、平成24年3月に策定した第3期広島市障害福祉計画等に基づき、共同生活援助（グループホーム）等の開設支援をはじめ地域生活を支援するサービスの充実に取り組んだ。

当該指標については、平成17年10月における施設の入所者（986人）を母数として目標を設定したが、19年度までに、障害程度が軽く、比較的地域生活に移行しやすい障害者が早期に施設を退所した結果、退所がより困難な重度の障害者が施設に入所している状況に加え、入院や死亡している方も多い状況がある。このため、20年度以降は退所者が伸びない状態が続き、地域生活へ移行する障害者の数が年々減少傾向にあったことから、122人と25年度の目標を達成することができなかった。

引き続き、ニーズを踏まえながら、居住の場を確保するなど障害者の自立した地域生活を支援するサービスの充実に力を入れていくことにより、地域生活へ移行する障害者の数が年々減少する傾向を抑制する。

施設入所者のうち地域生活へ移行した人数の推移

	
	平成18年
	平成19年
	平成20年
	平成21年
	平成22年
	平成23年
	平成24年
	平成25年

	地域移行者数（単年）
	33
	39
	17
	14
	10
	4
	3
	2

	地域移行者数（累計）
	33
	72
	89
	103
	113
	117
	120
	122


⑷　「広島が暮らしやすいと感じている外国人市民の割合を増やす」

（データ出典：平成25年度外国人市民意識アンケート）

　広島市外国人市民施策懇談会を2回開催し、外国人市民の代表から施策に関わる意見等を聴取した。また、日常生活に必要な行政サービスや生活関連の情報をまとめ、多言語（英語、韓国・朝鮮語、中国語、フィリピノ語、ポルトガル語、スペイン語）に翻訳した生活ガイドブックを作成し、区役所市民課・出張所等や外国人コミュニティ団体、各大学へ配布するとともに、その内容を広島市のホームページに掲載した。

さらに、「外国人市民の生活相談コーナー」を平成21年5月から広島国際会議場1階の国際交流ラウンジに設置し、外国人市民からの相談を受けたり、行政機関や医療機関の窓口へ同行して通訳を行ったりした。

　　　こうした取組などにより、広島が暮らしやすいと感じている外国人市民の割合は、24年度実績より9.0％上昇し、93.5％と25年度の目標を達成することができた。

　　　今後は、25年度に改訂した「広島市多文化共生まちづくり推進指針」に、引き続き基本目標として掲げた「外国人市民の暮らしやすさに配慮したまちづくりの推進」及び「市民の多文化共生意識の高揚」を達成するため、広島市多文化共生中長期プラン（仮称）の策定、重点事項の組織的な展開などに取り組む。

⑸　「「在住外国人と共生しよう」と考える市民の割合を増やす」

（データ出典：平成25年度広島市市民意識調査）

人権啓発フェスティバルや区民まつりなどにおいて、パネル展示等による啓発活動を行うとともに、市民向け及び事業所向けの人権啓発資料に多文化共生について掲載することにより、市民の意識啓発に取り組んだ。また、地域の公民館等で活動している日本語ボランティアを支援するため、ボランティア養成・スキルアップ講座の開催や日本語教室のネットワークづくりに取り組むとともに、日本語ボランティアや日本語教室に通う外国人市民に対し、公民館等での地域コミュニティ活動への参加促進等を行った。

　　こうした取り組みにより、「在住外国人と共生しよう」と考える市民の割合は、24年度実績より0.7％上昇したものの、82.4％と平成25年度の目標を達成することができず、第2次計画策定時の数値を下回った。

25年度の調査によると10％の人が「わからない」と回答しており、すでに外国人市民と共生することが当然のことと受け止められており、質問の意図が理解しにくいことの表れではないかと受け取れる。

今後は、国家レベルでの問題や課題があることを踏まえたうえで、外国人市民が地域社会の一員として住民との人間関係をより深め、積極的に社会参加できるような環境づくりをさらに進めていくとともに、市民の多文化共生意識の高揚を図る。

⑹　「経済的に自立している母子家庭の割合を増やす」

（データ出典：こども未来局こども・家庭支援課）

母子家庭の母等の経済的自立を支援するため、母子家庭等就業支援センターでの就業支援事業として、パソコンや簿記、ヘルパーなど就業に有用な知識や技能を習得させるための就業支援講習会、就業相談や求人状況に関する情報提供、求人開拓等を行った。

センターそのものについても、平成21年度から相談員を増員し、日曜日も開設するとともに、22年度からは、各講習会において受講者の子どもの託児を行うなど、相談体制の充実・強化を図った。

　また、就業相談者の個々のニーズに応じた母子自立支援プログラムを策定するとともに、各区での巡回就業相談を開催するなど総合的な就業支援を行った。

さらに、母子家庭等自立支援給付金事業として、看護師、介護福祉士、保育士など就職の際に有利となる資格取得のための費用等の一部を支給する高等技能訓練促進費等の支給を行い、また、24年度からは高等技能訓練促進費の支給対象資格に柔道整復師を追加し、支給対象資格を14資格に増やした。

しかしながら、母子家庭の母の就業環境は依然として厳しく、母子家庭の母の就職に有利となる資格・技能の習得を支援する高等技能訓練促進費の受給者及び母子家庭等就業支援センター登録者の就業者数は109人で25年度の目標を達成することができなかった。

母子家庭の母の多くが収入が低く、経済的自立が困難な状況となっている要因としては、厳しい雇用環境の中、新たに就業することが困難であったり、就業していても子育てと両立するための労働時間の制約などから、パートタイム労働に従事する割合が高いこと、また実務経験や資格・技能の不足などから勤務条件の良い仕事に就けないことなどが考えられる。

26年度から母子家庭等就業支援センターの開設時間を延長するなど相談体制を強化しており、引き続ききめ細かな就業支援に取り組むとともに、母子家庭等自立支援給付金事業のより一層の利用促進を図る。また、子育てと就業の両立の観点から継続就業を可能とするため、家庭生活支援員を派遣する「ひとり親家庭等日常生活支援事業」において派遣事由等を拡充して実施しており、引き続き支援ニーズに対応した子育て・生活支援施策の充実を図る。
⑺　「市内の若年求職者の就職率を高める（ハローワークにおける34才以下の新規求職者のうち就　職した人の割合）」

（データ出典：ハローワークへ聞き取り）

失業中の若者に対し、事業所等における就業体験の機会を提供し、安定した就業に向けた知識や技術の習得を図ることにより、正規雇用に繋げることを目的とした若者の就業体験事業を実施するとともに、若者の自立・就労を支援するため、若者フリースペースの運営や相談事業を実施した。また、国、県と連携し、新卒者を対象とした就職ガイダンスや経済団体に対する新卒者求人枠確保の要請を実施したほか、地元中小企業経営者・社員等と学生等の出会い・相互理解の場を提供し、有効かつ円滑な採用・就職活動を支援するため、「街ナカキャリアプラザ」運営事業を実施した。さらに、働くことに悩みを抱える15～39歳までの者の就労を支援する場である「地域若者サポートステーション」（国事業）が本市の推薦により安佐北区に新たに開設され、そうした若者に対する支援の場が拡充された。

しかしながら、ハローワークにおける34才以下の新規求職者のうち就職した人の割合は、26.6％と平成25年度の目標を達成することができなかった。

これは、景気が緩やかに回復する中、ハローワークを利用して就職する人の人数が減っているために就職件数が伸び悩んだことや、求人件数はあるが、求職者が望む勤務条件と合わないため、就職に至っていないといった要因が考えられる。また、雇用状況は改善がみられるものの、若者の失業率は他の年代と比べて依然として厳しい状況が続いている。
今後も国、県、関係機関と連携しながら、貧困など様々な問題を抱える人への対応として、引き続き、雇用環境の整備において正規雇用に向けた就労支援の充実やニートやフリーターなどの状態にある者に対する就労・自立に向けた支援に取り組む。
８　女性に対するあらゆる暴力の根絶と被害者への支援
施策の目標（指標）

	指　　標
	第2次計画
策定時
	目　標　値
	実　　績
	平成25年度評価

	
	
	平成25年度
理論目標値
	最終目標数値
（期　限）
	平成24年度
	平成2５年度
	第2次計画
策定時比較
	24→25
傾向
	理論目標値
達成状況
	最終目標数値
達成状況

	市内で発生する犯罪を減らす
（市内における刑法犯認知件数）
	13,821件
（平成21年）
	13,190件
	12,773件
（平成27年）
	11,553件
	10,472件
	↑
	↑
	○
	○

	過去1年以内に暴力を受けた女性被害者の割合を減らす
	4.2％
（平成21年度）
	 3.4%
	2％
（平成32年度）
	4.4％
 42人
 948人
	2.7％
 25人
 910人
	↑
	↑
	○
	×

	ＤＶの相談窓口を知っている人の割合を増やす
	29.0％
（平成21年度の
国の数値）
	 51.8%
	67％
（平成27年度）
	52.7％
 1,173人
 2,224人
	51.0％
 1,091人
 2,139人
	↑
	↓
	×
	×

	ＤＶの被害を受けた後、公的機関に相談した人の割合を増やす
	13.4％
（平成21年度）
	19.4%
	30％
（平成32年度）
	13.8％
 4人
 29人
	11.8％
 2人
 17人
	↓
	↓
	×
	×


【説明】

　4つの指標のうち、第2次計画策定時との比較では3つが「↑」、1つが「↓」の傾向になった。
　平成24年度と25年度の比較では2つが「↑」、2つが「↓」の傾向になった。
25年度の達成状況は2つが「○」、2つが「×」になった。

最終目標の達成状況は1つが「○」、3つが「×」になった。
⑴　「市内で発生する犯罪を減らす」

（データ出典：広島県警察犯罪統計資料）

　　「第2次広島市安全なまちづくりの推進に関する基本計画」に基づき毎年度策定する「行動計画」により、市民・事業者・行政が連携・協働し、意識啓発や防犯活動への支援、環境整備を推進した。　　また、市内中学校を対象とした犯罪被害等防止教室を実施し、子どもの防犯力を育成するとともに、規範意識を育むことにより犯罪抑止を図った。
　　こうした取組の結果、犯罪の起こりにくい安全なまちづくりに関する市民及び事業者の関心や意識が高まり、防犯パトロールの実施など自主的な防犯活動が促進されたことをはじめ、警察による取締りや関係行政機関、防犯団体の取組などにより市内の刑法犯認知件数は10,472件となり、平成25年度の目標を達成することができた。最終目標についても達成することができた。
今後も、23年3月に策定した「第2次広島市安全なまちづくりの推進に関する基本計画」に基づき、更なる刑法犯認知件数の減少及び政令指定都市の中で人口千人当たりの刑法犯認知件数が最も少ない都市を目指して、刑法犯認知件数の約60％を占める身近な犯罪を減少させる取組を、犯罪発生状況に応じて重点的に実施していく。
　　⑵　「過去1年以内に暴力を受けた女性被害者の割合を減らす」
（データ出典：平成25年度広島市市民意識調査）

配偶者暴力相談支援センターや、暴力被害相談センター等において、相談員がＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）をはじめとした暴力を受けた女性からの相談を受け、必要な支援等を行った。配偶者暴力相談支援センターで平成25年10月から土・日のＤＶ電話相談を開始したほか、広島市女性団体連絡会議と共催で大学教授、臨床心理士等を招へいした「ＤＶ防止セミナー」、人権啓発標語の募集、市政出前講座、防犯教室の開催を通じて、市民への意識啓発に取り組んだ。

特に、ＤＶについては、防止啓発リーフレット及び携帯用カードを作成し、医療機関、銀行などの公共機関に加えて、スーパーマーケット、コンビニエンスストアにも配布し、区役所等で啓発パネルの展示を行った。また、25年度は高校生を対象として、交際相手からの暴力（デートＤＶ）の防止に向けたパンフレットを配布した。

この結果、過去1年以内に暴力を受けた女性被害者の割合は、2.7％と25年度の目標を達成することができたが、ＤＶについては、外部から発見が困難な家庭内において行われることから、潜在的な被害者は未だ多いと考えられる。

女性に対する暴力は、女性の人権を踏みにじるもので決して許されるものではなく、それが社会的な問題であるという認識を広く浸透、徹底させるため、今後も様々な媒体や機会を通じて市民への広報・啓発に取り組む。
⑶　「ＤＶの相談窓口を知っている人の割合を増やす」

　　「ＤＶの被害を受けた後、公的機関に相談した人の割合を増やす」

（データ出典：平成25年度広島市市民意識調査）

ＤＶの防止と被害者への支援の充実のため、本市における総合的・包括的なＤＶ被害者支援の拠点として、平成21年12月に「広島市配偶者暴力相談支援センター」を開設するとともに、ＮＰＯ法人に委託したＤＶ専門電話相談、ＤＶ防止啓発リーフレット・携帯用カード及びの作成・配布、ＤＶ防止に関する研修会の開催、市内のＤＶ対策関係機関による連絡会議の開催、民間シェルターへの支援等を行った。また、25年10月から土・日のＤＶ電話相談を開始したほか、25年度は高校生を対象として、交際相手からの暴力（デートＤＶ）の防止に向けたパンフレットを配布した。
しかしながら、ＤＶの相談窓口を知っている人の割合は51.0％にとどまり、25年度の目標を達成することができなかった。ＤＶの被害を受けた後、公的機関に相談した人の割合は11.8％にとどまり、25年度の目標を達成することができず、第2次計画策定時の数値を下回った。

ＤＶは、外部からその発見が困難な家庭内において行われるため、潜在化しやすく、加害者に罪の意識が薄いという傾向があるとともに、被害者自身にも自らが受けているＤＶが重大な人権侵害であるという認識が低いケースも多いため、周囲が気付かないうちに暴力がエスカレートし、被害が深刻化しやすいという特性がある。ＤＶ被害者本人から公的機関に相談がなければＤＶ被害防止や被害者支援に繋がりにくいという実情を考えると、市民のＤＶに関する正しい理解の促進を図るとともに、被害を顕在化させるため、相談窓口の周知に努め、相談に結び付けることが重要である。

このため、今後も引き続き、22年5月に策定した「広島市配偶者からの暴力の防止及び被害者支援基本計画」に基づき、ＤＶの防止及び被害者支援に積極的に取り組む。

９　生涯を通じた健康支援

施策の目標（指標）
	指　　標
	第2次計画
策定時
	最終目標数値
（期　限）
	実　績
	最終目標数値
達成状況

	子宮がん検診の受診率を上げる
	17.0％
（平成21年度）
	50％
（平成28年度）
（※1）
	45.1%
169人
375人
（平成25年度）
	×

	乳がん検診の受診率を上げる
	16.4％
（平成21年度）
	50％
（平成28年度）
（※1）
	44.3%
 109人
 246人
（平成25年度）
	×

	健康寿命を延ばす
（平成24年度までは「健康状態が良好と感じている市民の割合を増やす」）
	―
	健康寿命の
延伸
（平成32年度）
（※2）
	女性
72.19年
男性
69.96年
（平成22年）
	女性
―
男性
―

	成人の喫煙率を下げる
（平成24年度までは「成人男女それぞれの喫煙率を下げる」）
	女性
8.8％
男性
34.7％
（平成18年度）
	喫煙率の減少
（平成32年度）
（※2）
	女性
7.1%

161人
2,268人
男性
26.9%

560 人
2,080 人
（平成23年度）
	女性
―
男性
―


※1  広島市健康づくり計画「元気じゃけんひろしま２１（第２次）」が策定され、目標数値が変更されたことに伴い、最終目標数値の変更を行っている。
※2　広島市健康づくり計画「元気じゃけんひろしま２１（第２次）」が策定され、目標及び目標数値が変更されたことに伴い、指標及び最終目標数値の変更を行っている。
※3　全項目において、調査を毎年度実施していないことから、理論目標値は設けておらず、実績は、調査した直近の年の実績値である。

【説明】

　4つの指標のうち、平成25年度及び最終目標の達成状況は2つが「×」になった。

なお、「子宮がん検診の受診率を上げる」と「乳がん検診の受診率を上げる」については、目標数値の変更に伴い、データの出典も変わったため、最終目標の達成状況のみを評価している。

　「健康寿命を延ばす」については、指標及び目標数値の変更に伴い、データの出典も変わったため、現段階では評価ができない。
「成人の喫煙率を下げる」については、指標及び目標数値の変更に伴い、健康づくり計画「元気じゃけん21」の中間評価（平成29年度）に合わせて評価するため、現段階では評価ができない。
⑴　「子宮がん検診受診率を上げる」

「乳がん検診の受診率を上げる」

（データ出典：厚生労働省「平成25年国民生活基礎調査」）
受診しやすい環境づくりとして、働く女性に配慮し、地域に出向いての集団検診や、広島市健康づくりセンターでの休日検診を実施するとともに、子育て中の母親のため、託児付きの集団検診を実施した。また、普及啓発として、受診案内の個別通知やカープやサンフレッチェの試合等でのピンクリボンキャンペーン、「ひろしまがん検診推進協定」締結事業者と連携・協力して事業者の窓口やイベントでの本市がん検診事業のチラシ配布、大学・専門学校等と連携して健康教室やイベント等での受診の呼びかけなどを行った。さらに、妊婦健診項目に子宮がん検診を追加するとともに、従来の検診に加えて「がん検診推進事業」を実施し、子宮がん検診は20歳から40 歳までの、乳がん検診は40歳から60歳までの5歳きざみの女性に対し無料クーポン券等を送付し、受診率の向上に努めた。

しかしながら、本市の子宮がん検診受診率については45.1％、乳がん検診受診率については44.3％と、いずれも最終目標を達成することができなかった。

受診されない理由としては、がん検診に対する不安や受診の必要性に対する認識が薄いことも考えられる。

子宮がん・乳がんともに、早期に発見し、治療すれば、ほとんど治すことができることから、引き続き、検診の受診率の向上を図る必要がある。今後も、受診率の低い年齢層への働きかけを検討するなど、がん検診の重要性についての意識啓発等に取り組む。

　⑵　「健康寿命を延ばす」

　　　（出典データ：厚生労働科学研究「健康寿命における将来予測と生活習慣病対策の費用対効果に関する研究」及び厚生労働省「平成22年国民生活基礎調査」をもとに平成24年度に算定）

　　　広島市健康づくり計画「元気じゃけんひろしま21（第2次）」に基づき、市民一人一人が健康づくりに取り組めるよう、市民や関係機関・関係団体等で構成する「元気じゃけんひろしま21（第2次）推進会議」を設置し、「生活習慣病の発症予防と重症化予防」「ライフステージに応じた健康づくり」「社会全体で健康を支え守るための社会環境の整備」の基本方針ごとに掲げている目標達成に向け、基本方針を実現するために、健康づくりの基本要素である「栄養・食生活」「身体活動・運動」「休養・メンタルヘルス」「喫煙」「飲酒」「歯と口の健康」の6つの分野に関して、各区の保健センターの健康教育等の事業の開催を通じ、個人の生活習慣の改善等に取組んだ。
　　　現在、本市の健康寿命は女性が72.19年、男性が69.96年と全国の健康寿命（女性73.62年、男性70.42年）よりも短く、政令指定都市平均よりも短い状況である。

このため、今後も引き続き、｢元気じゃけんひろしま21（第2次）」推進会議を開催するとともに、10月の「元気じゃけんひろしま21推進月間」において、関係機関・団体、各区と連携した普及啓発に取組む。また、｢元気じゃけんひろしま21協賛店・団体」の増加を図り市民の利用を促進するため、協賛店のPRなどに取組む。
⑶　「成人の喫煙率を下げる」

（データ出典：平成23年市民健康づくり生活習慣調査）

各区の保健センターで実施する喫煙対策推進事業や母子保健事業の中で、喫煙及び受動喫煙による健康被害の周知を図るとともに、禁煙治療を行う医療機関の紹介等により禁煙支援を行った。また、妊婦及び乳幼児の保護者並びに未成年者への取組として、母子健康手帳交付時等において喫煙する妊産婦に対してパンフレットを配布し禁煙指導を行うとともに、保育園や幼稚園等において、園児や保護者を対象に、紙芝居による早期喫煙防止教育を実施した。さらに、大学・専修学校等と連携して、将来の喫煙習慣につながりやすい大学生等を対象とした喫煙防止教育を行った。
この結果、本市の成人女性の喫煙率は7.1％、成人男性の喫煙率は26.9%となった。
本市の喫煙率は全国の喫煙率（成人女性9.7％、成人男性32.4％）よりも低く、政令指定都市平均よりも低い状況である。
今後も引き続き、妊婦及び乳幼児の保護者及び未成年者を重点的に、喫煙の害、たばこが健康に及ぼす影響等知識の普及を図るとともに、喫煙する妊婦に対して禁煙支援を行う。また、特定健康診査を受診した喫煙者に対して特定保健指導実施機関や保健センターでの各種保健事業を通じて禁煙支援を行う。さらに、30歳代～50歳代の働く世代の禁煙支援については、地域保健・職域保健連携推進協議会を通じて、企業と連携した取組みを検討する。

１０　平和の発信と国際理解・国際協力の推進

　施策の目標（指標）は掲げていません。

【主な取組】

公民館等での国際理解講座の開催、「姉妹・友好都市の日」記念イベントの開催及び「ヒロシマ・メッセンジャー」制度の運営などを行った。

また、広島市女性団体連絡会議が「ヒロシマ平和の灯のつどい」を開催し、男女共同参画の視点から世界平和の願いを発信した。
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